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おわりに


はじめに 

r] 0年代に社会宗義市場経済-移行する政策の下で､持続的経済成長を保っている.f国経済は､9 

2008年後半からの金融危機で､世界経済が大きく減速 したなか､2010年の中[['･･]新;_済は 2桁成長 

(10.4%)を達成 し､GDPの規模は 日本を上回ってアメリカに次いで世界第 2位の経済大国になったO

貿易総軸が高く伸び､外国から直接投資は 1000億 ドルを突破 し､過去最高を更新した｡高度成長に

伴って国民′ヒ )GPは 17 8 00年には､活の水準が高まってきている0-人当た r D 98年の 31元から 21


29992元､約 78倍-向上 した.従来の農村貧困問題も改善されて､農村絶対的貧困人口は､1981


年の 6.34億人､貧困人口比率は 63.8%から､2004年に 1.28億人､貧困人口比率は 9.9%に減少 し


たし｡ところが､1978年に郡小平の ｢先富論｣ 2の政策に導かれた経済成長は地域発展の不均衡によ


る地域間の格差､個人間の所得格差が拡大し､とくに､社会圭轟市場経済に移行する 90年代半ば以


降､国有企業に対する本格的な改革によって､都市部では従来の平等主鹿の所得配分体制が崩れ､


経済的に不安定になる人が多く出てきて､貧'宙の差はさr, 都市貧困
Lに拡大を続け､新たな貧困問題-

問題が発生した｡現在､農村部で 2688万人､都市部で少なくとも 2311万人 3が極端に貧しい El々

を送っている｡中[刷こおける都市失業､都市貧困問題の解決は農村賓困問題に引き続いて､中国政

府にとって最大の課題の一つとなっている｡ 

*岡山大学大学院社会文化科学科博士後期課程 
1朝一2008]p.40
 
2 d先番論J)は一部の骨､一部の地区が先に豊かになることを奨励 し､また､先に豊かになった者がまだ盤かに

なっていない Ioのを竣助 して､ともに豊かになることとい う発展政界である.
､
 

3中国民政部の統計より｡2010年に､中国戯村部の年間ラインは 1274元である0 
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rl 所得分配制度や社会保障の視点にたって､f国における都市鎗困問題にかんする研究のおおくは､

体制転換期においてrll周の新たな貧困問題一都市貧困問題の構成および要因を分析 していたO確かに､

中国の都市貧困問頓の形成､要因は全国的共通性があるが､中国の自然､文化環境､経済構造は地

域によって異な り､地域的多様性が大きい4oLたがって､地域5による郡市貧困0)特徴および解決

対策も異なると考えられる｡地域の都市貧困問題を分析 し､解決対策を探ることは中国における都 

FhL貧困問題の解決にきわめて重要である0本稿は､中国における都市貧困問題にかんする先行研究

を踏まえて､地域の都市貧困問題に托目して､内陸地域にある束-ヒ (遼寧省､吉林省､黒鶴江1三省 

省)を対象に､都市貧困人口が故も多い地域 としての都市貧困の要因を分析 し､ 2003年 10月に､

同家戦略としての ｢東北振興一･政策 6を実施 して以来この地域の都市省困問題に対する振興政策の

効果および問題点を明らかにすることによって､地域の優位性を発揮する対策を考えていきたい. 

1.東北三省 における都市 貧困問題 の現状 

1. 1.中国における都市 貧困問題の形成

計画経済時期に､中国都市における雇用､所街分相 ますべて国有企業･集団所有制企業および行

政機関で行われていた｡ 1958年に中国政府は､都市の完全雇用の維持および都市住民の食椀確保

のために､都市と廃村とを隔離する戸籍制舷を英施 した｡これにより､全同総人口の 2割を占める

都市戸籍の世帯は､終身雇用､賃金､本人および家族の住宅､子女の教育､医療 ･老後保障年令な

ど生活のすべてを所属する企業 ･機関に依存する形で確保 された 7｡企業は良家の生産工場である

だけでなく､都市部住民の生活を安定させるさまざまな福祉サービスを保障する行政組織 として機

能 していた為｡そのため､従来､都市部における貧困層の主体は､r三無者｣(収入源がない､労働

能力がない､法定扶養轟覇者がいないまたは怯定扶雀義務者がいても挟饗能力がない年寄や未成年

者､病気や陸碍者)であった｡この部分の貧困者数は安定 してお り､また社会構造の変化による衝

撃も比較的小さいため､変動が,1' 90 01 三無者 Jは都市貧困人口に占める割合が/ない 2 0年まで､｢

4%台を推移 した｡ 

中̀瀬 ~01p81 20],

-:現在､中国でけ 31力省･直轄市･自治区があり､東部､中部､西部､東北部に4つの地域を分けられている｡

東部地域は､上海､.(二 0)首･ P 2カ省.
]軒､漸江､広東を含む 1 7 直轄市ぐL部地域は 6カ省o西部地域は 1 直縫市･
自治区｡瀕北部地域は遼寧省､吉林省､巣鴨江11､の 3省｡ 
62003年 10月の幽摸院による ｢束北地区等旧Jt井鵜地振鼎戦略の実施に関する若干の蘇見｣によって r東北振
興｣政軌ま､18 99年代の上海浦虎開発､20 =代の西部大開発に並ぶ国家概略に位90年代の沿海都市開放､19 00q-
阿づけられた｡目的は､この地域の都市筒囲間藤･失業関越の解決をEl指し､地域鐘済の再活性化を図ること

で､地域格差の娃正､内需主導U)発展戦略-のFlI滑な転換と揃い経軌改良の維持を実現することであるo束北

地区は､広義には､東北三省のほか､内モンゴル自治区東部のフルパイル市､ヒンガン呪､シリンゴル盟､通

達市､赤峰市)が含まれるが､統計上では遭難省､吉林省､黒帖江省三省だけで､粧北三省とも呼ばれてい

る｡

丁佐藤〔2005]p 16


出今井･渡迎二2006]p33
 
9李 二2004jp.244
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1978年の改革開放は郡小平 ｢先首輪｣下で行われ､大きな社会構造の変遷 をもたらした結果､便

遇政策の恩恵 をうけた沿海地域は先進地域 とな り､一部の人々は豊かになってきた｡ とくに､ 1992

年か ら社会主義市場経済 -の転換が本格化 して以後､全国的国有企業の改革が加速 した｡国有企莱

の経営効率や生産性を高めるために､国有大型企業の再編や中小企業の民営化が行われ､国有企業

や集団所有制企業社数が減るによって､国有企巣や都市集団所有制企業による事実上の レイオフさ

れた一一時帰休者 と失業者が多 くでてきた｡ こうした人々が十分な屈用機会を与えられなく､最低の

生活に必要な収入まで得 られない者が増加 し､21世紀にはいっても貧富の差は縮小する傾向が見当

たらない(表 1)｡表 1をみると､90年代なかばから最上位 10%所得世帯の-人当た り可処分所得の

最下位 10%所得世帯のそれに対する倍率は拡大 した｡1995年にその倍率は 3.9であったが､2008年

の 9.2までに拡大 して､2010年に 8.6倍にやや下がったが､最低所得世帯の一人当た り可処分所得

は､1995年に､全国平均の 49%から､2000年に､42%に下が り､2010年に､31%にすぎず､貧富の差

が依然 として大きいことがわかった｡ 

1990年代半ば以降､都市部における経済的に不安定な人々は､就職 ･再就職がで十ヂ最低の鮎 .千

を維持する収入がえられないため､都市貧困層が形成された｡そのなかで､国有企業､集団所得制

企業の一･時帰休者 10･失業者 11､年金や所得得が低い離･退職者 などが 70%以上を占め､都市貧困

者の主体になっている｡203年以降､一連の国有企業改I1f二0 LJを完了 して､大規模なレイオフが沈静化-

したものの､都市貧困者数は大幅に減少する兆 しがない｡2007年から都市部の貧困者の うち､臨時

就業者､都市部登録失業者､未登録失業者､在校生の割合が増えつつある｡臨時就業者の割合が 2007

年の 15.1%から 2010年に 18.7%､未登録失業者は 2007年の 16%から 2010年 18.2%に上昇 し､登録失

業者は 2007年の 27.6%から 2010年の 21.3%､就職者は､4.1‰から 2010年に 3.0%に減少 したが､都

市絶対的貧困人 口は 2300万人台にとどまっているO都市貧 EEf者の構成比率を見ると､失業者 (未登

録失業者を含む)は 4割､収入があるもののきわめて低い者は 2割強｡収入がない者や収入があるも 

10-時帰休者とは､国有企菜の改革に上る国有企業のレイオフ者である02000年まで､元の企兼に酸定される

再就職センターに移籍する.3年間に ｢叢本生活軌 を支給され､再就職のための訓練や就職の満雄を受ける｡
運営経律は､企業､地元政府および失業給付基金が負抱する｡3年後､再就職できなかったら失業者に切り替
わV)､失兼給付金 (最大 2年間)を受ける.大男給付が印れた後に､就職できず低所得状況にある場合は､ 最

低生活保r軌 受給者一都市貧困者になる｡2001年から国有企業の負担を減免するた軌こ､全国の再就職センター
は徐々に恨廃され､企顎によるレイオフされた元従業員は直接に地元就策サービスセンターに登録して登録失
美音とみなされるようになった( 

.■中国の失凝着とは､もともと国有企策や典EE]所有制企業から吐き出された元従業員である.対象者は都市戸
常を持つ労働年齢内かつ労働能力があるi)のうち､暇が失い､就職を希望しており､かつ地元耽菜サービスセ

ンタ-に失策登録している者である｡LF高年失業者( 0才､女 1 ､P%l 男 5 5歳以上) >村失業者､都市出稼ぎ労働者､
新規労働者は対象外で､一一･時帰休者は 2001年以降､地元就業サービスセンターに失業登録して登録失蒸着とL
て取り扱われるため､現在､登録失業者とは､地元就繋サービスセンターに失業登録している者かつ失業保険

を加入し､かつ就職を希望する者が､登録失業者とみなされる.一度も就職していない者や就職しても失業保

険の加入していない者は､対象外｡公式失業率は r都市部登録失業率Jで凄記するC現実には.失業しても登
録に行っていない失業者や一度も就職していないが､就職意欲がある者や､廃村から出稼ぎ者の失業者が大丑
にいるから､ r都市部登録失兼串Jは火累の実態を衷しているものではないと考えられる 
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年度 平均所得 最高所得世帯の上

位 10%の一人当た

可処分所得

(a) 

り

最低所得世帯の下

位 10%の-人当た

り可処分所得

(b) 

故高所得世帯の上位 10

の--人当たり可処分所得

対最低所得世帯の下位 

10%の-人当た り可処分所得の比率 (a/b) 
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中国東北三省における都市貧困問越の対策としての民営中小企業の役割 白 雪松

のの極めて低い貧困者が 6割強になっている,,都市貧困者にとって雇用機会の創出､すなわち 1-分

な所得を保;l.Tする雇用を与えられることが最も盃要である.

表 1 中国都市住民世帯状況の推移(元､%)

%
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出所 LFL国統計年鑑二1996-20Hjより作成O

中国の都市貧困者は ｢都市住民最低生活保障制度.Jの受給者で衷記されるO ｢都市住民妓低年油

保障制度｣の実行は､1993年 6月に､上海政府により公布 ･実施された ｢上海都市住民の最低限度

の生活保護制度｣によって始まり､その後､全国に広がって 1999年 10月に､全国的に制度化され

た.都市部貧困ラインは地域l/経済発雌の不均衡のため､全国統一一の基雄がない.各地方によって､

当該都市住民の簸低生活を維持する ｢衣､食､住｣滑/T]や､水道 ･ガス .塩気､また未成年者の義 
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務教育費用などを考慮 して決められる｡2年ごとに史新することは原則である｡受給額は､設定さ

れた当該市の都市貧困ラインとなっている金額でなく､その金額から貧困世帯一人当たり所得を引

いた ｢差額｣である｡対象者は､労働能力や仕事がない､所得が中断しているか完全に得られない､

または､所得があるもののきわめて低い､最低の生活水準以下の都市戸籍所有者である 12｡都 177貧

困人口の推移から見ると､1999年に､都市貧困制度が全国的に設立されて以来､2003年にピークを

迎え､2004年には､やや減 り､2005年以降､増え続け､2010年に､中国都市最低生活保障の受給

者数が 2311万人､全国都市人口の 3 %を占める(図 1)13orfl5.
 国は､農村絶対的貧困人口(2688万

人)とほぼ同じ規模の都市絶対的省間人口を抱えているのが現状であるO

図 1 中国の都市貧困人口の推移 (万人) 
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出所 中国国家民政部 『民政事業栄城報告』各年数字上り作成D 

1. 2.中国東北三省における都市貧困問題の現状

中国における都市貧困層の分布および都市貧困問鶴の深刻さには強い地域性がある.東北=省は

国有企業による重化学工業の寵菜構造と同+[企業シェアが高いため､地域経済の発展が東部地域に

'1
)q比べ､著しく遅れた地域であり､都市塩凶日越が)上


東北三省は､北東アジアの日本･北朝鮮･帖悶･モンゴル･ロシアと近接 してお り､全域の面積は78


も深刻化 している地域で言､ある｡

9.

%､20

09

10


2.

10

Li･J

20


%)､日本の約2倍である｡人目は1,1億人 (中国全体の8


0


都市住民 一人当たり可処分所矧 ま全t平均の19 9元を下回って､1 9


万平方キロメー トル (中国全体の8
 10
2.


3%に相当し､年末)で､ロ本の人口に近いである｡ は3兆7
 億元､全国の9.
年に､東北三省のGDP

58
3元で､全国平均の83.1%であ

lJr
ー21999年 10月に､国務院 r都市住民娘低生活抹障条例｣により翻訳したもの 

国統計局r 0= 10
20
 年第6次全国人口普禿毛蟹敬据(第 1号)｣01(2
 年第 6次国勢調査数据)より計第したものD 

67
 



中国東北三省における都市貧凶問題の対策としての民営中小企葵の役割 白 雪松

る14｡

東北三省は､建国後中国の亀工業基地として発展 してきた｡1953年から始まった ｢第一∴次 5カ年

計画｣では､東北三省は､建国後､国家の重点投資地域として全国の 156大型建設プロジェク トの

うち 58が建設 されて､106社の電要な国有企業のうち 54社が東北三省にあるD東北三省の経済構

造の特徴 といえば､第 1には､第二次産業(設備製造業､石油化学工業､冶金工業､船舶製造業､自

動車製造業､農産物加丁業､-イテク産業)割合が非常に高 く､比較優位性 もあり､そして資源に依

存 し資源枯渇による産業の転換が迫 られている都市が多い,1978年､東北三省の GDPに占める第二

次産業の割合は､それぞれ 71.1%､52,4%､61.0%で､全国平均の 48.2%を上匝1っているC2003

年には､それぞれ､483%､453%､57.2%で､全国平均の 52.2%から見ると､やや改善されたが､

異能江省は全問平均より高い 15｡第 2には､国有企業シェアが非常に高い｡中国におけるもっとも

早く.汁仙経折体制に入った東北三省では 1953年から､全国から人や物質､資金の投入によって､多

くの国有企業が作られた｡1978年に､遼寧省､吉林省､果報江省の国有経済は工菜生産総額の比重

は､それぞれ 84%､79%､83%で､国有経済への投資の比重は､それぞれ､98%､85%､98%であ

った 16｡東北三省では国有企業に対する改革は 1980年代より始まり､2002年に､国有企業占有率

はそれぞれ 62,7%､77.8%､89,34%とやや下がったが､全国平均の 52.8%を上回っている170

改革後､沿海地域の長江デルタ(上海市､江蘇省､漸江省)と珠江デルタ (広東省)は外資優遇政

策の導入､私営企業の発展などにより､急成長を続けた(図 2)｡それに対 して固有企業シェアの高

い東北三省は経済が停滞 し､lrl国経済をリー ドする先進地域から､経済発展の遅れた地域に転落 し

た｡東北三省を合計した GDPシェアは､1978年の 13.51%から､2003年に､9.6%､2006年に､8.6%､ 

2010年に 9.3% 18に､やや恒1校 したが､東北三省の経済的な地位は低下 し続けている.

日中国国家発馬改革番東北振興司 ｢常北 =_省 200咋凝析形勢分析報告｣より,竹節したbのである,1 '
I5胡 r200].2_ 8p15 
'6胡 I2008〕p,124､ 

17 200]｢7枚摂I-lミ I｣庶北振興の突破 Lを見つけ中国中央放送｢ 3 T- X1J北的突破 Ll ( l

l. r ､ ｡ 川別 i ' 川( 1 0 ( < l ア クセス 日時 21ら)hlp:/肌WW 一 - L･･(･川/r .L･Jl-ごO( )73'l-117l･Lhtm 00･11122100 
'8鹿北振興弁公室 『東北こ省における3年間振興報告』 2007]､ 『虎北地区経済形勢分析報告』〔2007-2008]
中国国家発展改革委瀬北振興司 q鹿北地区経祈分析韓常J] 20092010】より計第したもの. 
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図 2 長江デルタ(上海市､江蘇省,漸江省)､珠江デルタ (広東省)､東北三省の域内 GDPの推移 (倭

元) 
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Lli所 こ中国統計年鑑〉1996-20111より作成0 

1990年代末に､中国政府による国有企某に対-する本格な改選がなされるにつれ､1996年から厳 し

い失業期に引き続いて､さらなる失業者 .一時帰休者が生み出されていた｡最も影響をうけたのは 

IT'有企業､特に伝統的 1次資源型産業や塵工業が高度に集中している東北三省であった0199･] 6年東

北三省の国有企業の従業員数は 1706万人で､全国 31省 ･直轄市 Il〕治区全体の 152%を占める｡

国有企業改革に伴 う痛みを真正面から受けたのは東北地域だったといえる01999年従発見-時帰休

宵の比率が全国平均の 18.3%に対 し､東北地域の遼寧省は 37.3%､吉林省 31.8%､黒竜江省 31.3%

で､改選に伴う痛みは全国平均の 2倍となっている｡全国の一時帰休者数は､1993年に 300万人､

総就業者数の 2.7%から 1997年に 1151万人で､従業者数の 10%に増えた｡鹿北三省の一時帰休者

が殿も多く､L996年には一時帰休者の比率がそれぞれ 14.2%､10.3%､13.8%で､全国の 1位､7

位､2位であり､遼寧省では､118万人､吉林省では､61.5万人､無能江省では､73.5万人で､三

省合計 253万人､全国一-時帰休者数の 284%を占めている｡ 1996-2002年間､東北三省の国有企業

の従業員数は合計 1296.8万人に減少 し､全国従業員総数の 24.9%を占める 190 さらに､東北三省

においては､ I資源枯渇型都市｣ 20が多く､全国の 4分の l強占めている｡単一の資源産業に依存

する都市は､資仮の枯渇による失業率が高く､500万人の再就職ができず､都市貧困問題が深刻に

なっている21｡2003年に､東北三省では都市貧困者数は 465万人､全国の 21%を占めた｡国有企業

の改革は中国の各地域に波及 したが､対外貿易･外国直接投資､民営企業･自営業によって経済発展

してきた沿海地域では都市部登録失業率が高いものの､再就職の｡[能性が商いため､貧困者数がそ

れほどではないことがわかる (表 2)｡さらに､東北三省では､1998年末から 2003年までの 5年間に 

19胡[2008]p.133
 
20資源枯渇型都市とは､鉱物､森林などの自然資源の胴発･加工を主導在英 とする都市の叫で､.:5
t'涙が枯渇 し

て､代替産巣の発展力不足のため､経済停滞する都市のこと｡
 
2 1東北板熱弁公室 『東北三省における 3年間振興報告』二2007]
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遼寧省で 99万人､六林省で 16

46.

56.

81.

56.

96.

90.

62.

0
2
表 2 東北三省と先進地域との比較 ( 3年)

E.

43万人､無髄江省で 13万人も労働力人口が減少 した｡東北三省の都

市部人口は減少 していないので､労働力人口の減少は､就業を諦めた人がたくさんいることを示す

と考えられる｡登録に才 っていない失業者や､就職忠欲があるものの､就職 していない者､儲村かJ-

ら出稼ぎ者の失業者の多いが都市部登録失業率に含まれないため､実質失業率は､公表された指標

を大きく上回るものと推測される｡中国の都市部失業率を表記する ｢都市部登録失業率｣は必ず し

も失業実態を衰 しているもの とはいえない｡

0

4出所 .中国統計年鑑~200〕 3002､各省の ｢国民経済と社会発展統計公榊｣[ 1より作成 

0

0

002

2.｢東北振興｣政策下での東北三省の経済効果 と都 市貧困問題 

2. 1.｢東北振興｣政策の背景 ･意義 ･目的 と東北三省の対応 

rT3国経済は持続的成長を維持 し､その規模がますます拡大 しているにもかかわらず､地域発展の

不均衡によって地域間の格差､所得格差が拡大し､儲村貧困問題だけではなく､都市貧困問題も深

刻化 している｡2 0万以上の都市省囲者 と 80万人の都市登録失業者の再就職､毎年 70万-

万人といわれる新規労働者､1億人近い農村出稜ぎ者､毎年 20万人以上の大学卒業者の就業問題

°loo 

00は中国経済､政治､社会の安定に脅威を与える深刻な問題 となった｡2 3年以降､刊ヨ政肘は

高論｣から ｢科学的発展観｣に基づいて ′調和の放れた社会｣(和言皆社会)22を構築することで､｢GDP

至上主適あるいは成長至上士為｣から ｢格差是正､総合的な経済発展｣という経済発展方向に転換 

｢先

H 制fnのとれた社会とは都市と廃村の協調的発展､地域間の協調的発展､経済と社会の協胴的発展､人と自然'

環境の協調的発展.国内経済と海外経折の協朗的発展である. 

07



岡山大学大学院社会文化科学研究科『北東アジア経済研究』第 9号(2012)

した｡2 003年 10月に､中国政府は､失業問題･省囲問題が最 も深刻な東北地域に対する r東北地区

等旧工業基地振興戦略の実施に関する若干の意見｣(｢東北振興｣)という東北三省振興政策を正式

にスター トさせた｡

東北再振興をめぐる主な文件は次の通 りである｡ 

2003年 10月､国務院 r東北地区等旧工業基地振興戦略の実施に関する若干の意見｣

国有経済の調整･改造･非公有制経済の促進､資源枯渇型都市の産業転換､対外開放､一時帰休者の

再就職と社会保障制度の整備｡ 

2007年 8月､国家発展改築委員会､国務院東北振興弁公室 r東北地区振興計画｣ 

2005-2010年および 2020年まで T4つの拠点と lつの保護区｣ 23の婁偏と目標の設定｡ 

2009年 9月､国務院 ~東北地区等旧工業島地振興戦略の更なる実施に関する若干の意見｣

産葬構造､農業､インフラ､資源型都市の転換､環垢の保護､民生(屈m･社会保障 ･教育 ･医療衛

生･住宅)間越の解決､など全両的発展を目指す｡

中央政府は､国債発行によって 2003-2006年間に､合計総額 1835億元､5 60項目 24に投資した｡

三省の取り組みは､以下の通 りである .

遼寧省については :｢遼寧省 旧工業基地振興計画｣ [ 20051､ ｢遼寧省国民経済と社会発展策十一

次五力年計画綱要 j [2006]､沿海開発戦略(大連を中心とする北東アジア国際海軍センター)､2大

基地､設備製造 (自動車､船舶､旋盤工作機械､航空･宇宙など)､原材料 (石油化学､鋼板､金属･

プラスチックなど)､3大産業 (ハイテク､巌産物加工､サービス )02010年までに､-人当たり GDP

を 27000元に引き上げ､都市部住民可処分所得と儲民一人当た りの純収入は､それぞれ 12500元と 

5500元｡都市登触失業率は 5%以内に｡

吉林省については :r吉林省旧工業基地振興計画1｢ 2004]､ ｢吉林省国民経済と社会発展第 十一

次五力年計画綱要｣ [ 2006]､5つ新型工X･基地 (自動車､石油化学､般産物加工､現代漢方薬､光電

子情報 )02010年までに､-人当たり GDPを 17300元に引き上げ､都市部住民可処分所得と農民-

人当たりの純収入は､それぞれ 14300元と 4500元､民営経済の比盈 5 0%達成｡

果報江省については . ｢無髄江省旧工業基地振興総体計画 j [2004]､ T異音巨江省間民経済と社会

発展第 トー一次五力年計画綱要｣ [ 2006]､ 6大基地 (設備製造､石油化学､エネルギー､緑色食品､医

薬品､木材加工)｡2 010年までに､-人当たり CDP2440 ドルを達成｡都市部住比可処分所得と農民

一人当たりの純収入は､それぞれ 10880元と 4130元｡都市登録失業率は 4%以下に0 

2.2 ｢東北振興｣政策の効果 と都市貧困問題

｢東北振興｣政策の下で､2 004年以降､東北三省において経済成長率､投資､貿易のいずれも上 

234つの拠点とは先進製造兼､新素材･エネルギー､俄牧弟､研究牌発｡1つの保護区とは自然保護区 1ヶ所. 
24東北振興弁公重 『東北三省における 3年間振興報告』[ 2007]｡ 
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昇 し､国有経済の比 キ蔓が低下 した｡2009年に､三省のGDP成長率が､それぞれ 13.1%､13,3%､11 1%､


いずれも全国平均 87%を上回る (図 3､図 4､表 3､図 5､衷 4)｡遼寧省 と黒龍江省は､2002年か


ら 6年連続の二桁成長､吉林省､2003年から 5年連続の二桁の成長を維持 した02009年まで､全社


会周定資産投打鋸u)増加率はいずれも全国平均より高い｡東北三省の都市住民の可処分収入が年々


増加 した｡2003年に東北=_省都市住民の可処分収入は､それぞれ全国平均の 85.5%､82.3%､78,8%


から､2010年には､92.7%､80.6%､72.5%となったが､遼寧省は全国平均との格差が縮小 し､吉


林省､黒細江省は格差が拡大 した｡都市登録失業率は､2003年の 6.5%､4.3%､4.2%から 2009


年の 3,9%､4,0%､4,3%で､果報江省以外は低下傾向にある｡遼寧省､吉林省は全国平均の 4,3%


を下回ったo国有企業および国有持株企業社数が減 りつつあるが､全国の比重が 90.
/前後を推移 し

ている｡

図 3 東北三省 2003-2009年の GDPの成長率の推移 (%)

+ 全圧】平均GDP成長率 

+ 遼事省のGDP成長率
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出所 .東北振興弁公室締 『東北三省における3年間振興報告』[2007]､中国国家発展季fl会東北振興司編 『簡
北地区経済分析報告』r2007-2010]により作成｡

図 4 全社会固定資産投資額の増加率の推移 (%)

出所 ･中LG国家発展垂見会東北板取司編 『 200100に tり作成0] 離北地区経済分析報告』[ 721]
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午地域 1999 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

遼寧省 

吉林省 

黒龍江省 

260

182

201

4 133

4 96

5 97

4 115

9 94

0 97

6 139

3 58

4 69

7 125

3 46

3 66

4 83

6 39

1 51

9 104

1 41

5 54

6 88

6 40

3 50

3 85

7 40

5 5

全国社数 61301 34280 35597 27447 24961 20680 21313 20510 2025

年度 遼寧省 吉林省 黒髄江省 全国平均

可処分

収入(元) 

増 加 率

(%)

可処分収

入 (元) 

増 加 率

(%)

可処分

収入(元) 

増加 率

(%)

可処分

収入(元) 

増加率

(%) 

2004 

2005 

2006 

2007 

2008 

2009 

800

910

1037

1230

1439

1580

8 7.

8 12.

0 12.

0 18.

3 12.

0 9.

6 784

8 869

6 977

6 1128

1 1282

8 1400

1 ll.

1 10.

5 12.

6 15.

9 13.

6 9.

9 747

8 827

5 918

5 1024

7 1158

2 1256

1 ll.

3 10.

2 ll.

5 ll.

1 13.

6 8,

9 942

7 1049

0 1175

6 1378

0 1578

5 1717

2 7

3 9

9 10.

6 12

1 8

5 9
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表 3 国有企業および国有持株企業社数の推移 (%)

2

6

17

3

.6 

.6 

4 

.2 

,4 

.8 

出所 :各省政府工作報告､中国統計年鑑各年版

表 4 東北三省都市住民可処分収入の変化 (元､鶴)
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図 5 東北三省の都市登鉄央恭率の推移 (%) 

l

C

′
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Ja
.71
3
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恥 叫=輩~~
-◆-遼寧省の都市部登録失業

率% 

- 吉林省の都市蔀登録失業

率%

一 異能江省の都市部登録失

業率% 

- 全回平均都市部登録失業

率?ち
ギ ∴ .㍉,f :: 

10

や 自営業を営む資金の支援や税金の減免､低教育水準の 代の失業者や岱阻者に対する公益ポ40､50

-_- .'f 

Bl
北L 

東北三省の政府は､都市部における失業者･貧困者に対する再就職の支援に最 も力を入れた25｡

東北三省 とも､一時帰休者が士になる失業者 を対象にした小額担保貸付金が拡大 している 26｡起業

20


ス トの拡大､就業情報の提供や無償職業訓練によって､岱困者の就職や再就職チャンスの拡大を､

支援 した 2Toこうした結果､2006年に､東北三省合計 491万人の一時帰休者が失業者に切 り替わる

ことが完了 して､2007年に､黒馳江省は 60.5万人の一時帰休者に再就職をさせたO 2008年に､吉

;,-_

林省は､合計 12万の公益ポス トを創出し､吉林省と遼寧省のゼロ雇用世帯をなくして､黒髄江省で

も､ゼロ雇用世帯の うち 5.5万が減少 した28｡

年金･医療･最低生活保障などの社会保障制度が整備 された02001年に､遼寧省を試行地区として

実施 された社会保障制度は､2004年吉林省､異能江省-拡大 し､2005年から全国に制度化された｡ 

:ここさ:-:-,_

出所 .常北振興弁公室編 F常北三省における 3年r振雅報告j｢2007]､中国国家発展委員会東北振興司編 『雫
省経済分析報告JU 2007--_ ｣に上り作城｡

20
10年には､東北三省における基本年金保険加入者の割合は､2003年 よりそれぞれ L40.1%､L40.3%､ 

13
3.
 1.
5%に拡大 した｡失業保険加入者数は､2003咋よりそれぞれ 0.6%､-16.3%､- 5%の変化で､遼

'lJr.

寧省以外では､低下 した｡基本医療保険加入者数は､2003年よりそれぞれ 101%､478%､259%%上

昇 した｡最低生活保障受給者数は､2003年 よりそれぞれ 21%､23%､3.3%減ったO都市部住民は､

老後生活安定の意織が高まって､基本年金保険加入者数が拡大 しつつある｡失業保険の適用対象は 

25鹿北三省政の F政府工作報告』各年より0 
26小額甜貸†寸金 一時榊休者を対故にして小領融資制度である｡保証人や保証機関が保証して､原則として貸
付金の上限は5万元で､利息は国から定められた貸付金利息より低い｡地域によって利息を免除や半免除する

年r､延技することはできることもあるし期限は原則として (_
?7公益ポスト 財政支出を通じて一時榔休者､都市宵闇者､最低生活保険受給者特に 40代以上中･

r.

EIt東北三' 
高齢者を対象にして鹿Jll機会を与える職位一主に保潔 .保線 ･保安 ･治安負 ･交通補佐など公共野菜の職業

募集の方式で､妊金水と削ま地元に定められた最低貸金より低くない｡ 
経折形勢分析報告1､国東発展改革垂員会常北振興司二20028東北振興弁公董 2007｣『東北地r 蘇_R-8]『葡北地I 

済形勢分析報告』より整理したn 
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都市部すべての企業の就業者および行政 ,事業機関の職員である02003-2010年に､就業者数が増加

したが､企業側は加入 していないか､仕事の安定性の低い個人や､加入 したくない個人が多くいる

ことがうかがえる｡中国の医療制度は 1978年から､従来の ｢公費医軌 (企業側がほぼ全雄支払い

医療制度)を廃 LL_し､商業化,市場化志向の医療制度に転換 し､高騰する医療費に､都市部貧困者は､

病気や諏故などに見舞われた場合､さらに困窮に陥ることになる｡健康で収入や貯蓄がある人でも､

病気や事故を負ったとき､個人と家族の力で対応仕切れない場合､公的扶助が得られないため､貧

困の状態に置かれて貧働者になる可能性が非常に商い 29とい う認粒があることがうかがえる0 

3 ｢東北振興｣政策下での民営中小企業-非公有制経済の発展 と都市貧困問題 

l鹿北振興｣政策が実施されてから､東北三省政府は一時帰休者･失業者など都市貧困者の再就

職という雇用創出を最も壷要な課題として取り扱った｡ところが､東北二省の生産､雇用の担い手

としての国有大企業の合併 ･月収､株式制による大型企業集団の形成､経営が困難な赤字企業の倒

産､再編､他の国有企糞との合併や民営化による構造調整のため､国有企業社数､就業者教典に減

って､国有経済の雇用機能が低下する一方である｡2007年以降､東北三省政府は非公有制経済 (自

営業､私営経済､外資経済を指す)が成長 し､雇用創出が大きく期待される｡外資系企業は今や中

国の産某発展に不可欠な存在であるが､ここでは､国内資本-#国有経済の個人自営業､私営企業

を主な対象として検討する｡

東北三省の自営業･私営企業など非公有制経済の経済比重が､2005年の 379%から2009年の 

53.3%に上男したのと脚 寺に､自営業･私営企業の雇用吸収の役割が次第に拡大 した｡都市部自営業･

私営企業の就業者数が年々増え､その規模は沿海地域におよばないが､東北二省において全国の 

19.5%を占める 135.4万人の都市登錬失業者数､全国の 20.7%を占める 464,8万人 (そのうち 300万

人近くが､労働能力や労働者欲がある一時帰休者 .失業者である)の都市貧困者 30や段村からの出

稼ぎ者や､新規卒業者の就職 ･再就職の雇用担い手は､非公有制経済一自営業･私営企業など民営中

小企業である｡異能江省を除く､自営業･私営企業など非公有経済はすでに遼寧省､吉林省の雇用

創出の柱になっている(図 6-1､図 6-2､図 6-3).図 6-l､図 6-2､図 6-3をみれば､遼寧省では､ 

2006年から自営業･私営業の就業者数は国有企業および国有持株企業の就業者数を と回っている｡

吉林省では､都市部自営業 ･私営企業の就業者数は 2004年からも国有企業および国有持株企業の

就業者数を上回るが､変動があり､自営業･私営企業の安定性が低いことがうかがえる｡果龍江省

では､国有企業および国有持株企菜の就業者数が減りながらも､都市部自営業 ･私営企業の従弟音

数は下回って､非公有制経済の発展は遼寧省､吉林省より遅れることがうかがえる｡こうして非公

有制経済の雇用吸収は都市貧困問題の解決にも大きな影響を与えている｡2004-2010年の問に､東 

2̀ 袖井･ 200] 8' 懐こ 8p16
 

30鹿毛編二2006]p9
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北三省における都市貧困人口は 445.3万人から 2010年の 392万人に減少 した.省別に見ると､遼

寧省では､2006年から､都市部自営業 ･私営企業の就業者数が国有企業および国有持株企業の就

業者数を上回って､都市部貧困者数が 2004年の 151.3万人から 126万人に減ったO吉林省では､

都市部自営業 ･私営偉業の就業者数は国有企某および国有持株企業の就業者数を上回り続けて､都

市貧困人口は 2007年を除いて減 りつつ､2010年に､都市貧困人口も 2004年の 137万人から 115

万人に減少 したO異能江省では､都市部自営業 ･私営企業など非公有制経済の発展が遅れて､都市

部貧困人口の減少も多くなく､2010年に､都市笥凶人口は 151万人で､2004年より6万人しか減

らなかった｡東北三省の自営業･私営企業など非公有制経済の経済比番は､2005年の 37.9%から2009

年の 53.3%に上昇 した｡異能江省を除く､自営業･私営企業など非公有経済はすでに遼寧省､吉林

省の雇用創出の柱になっている｡2009年には､遼寧省の就業者の 76%､吉林省の就業者の 70%､

新規就業者の 80%､異音虻l二省の就業者の 36.6%を占めている3 1｡失業者が依然として求職の主体

であることから見ると､自営業･私営企業など民営中小企業が､都市貧困人口の減少および貧困の

拡大の防止に役割を果たしたと考えられる(炎5)0

図 6-1 遼寧省における都市部就業者数､国有企業および国有持株企業 と自営業 ･私営企業就業者

数の変化 (万人) 

番 数 (万 人 ) 

A_一･▲
- 遼 寧 省 の 【或有 企 業 わ

よ こF【冨)有 控 株 企 業 の
斗OO lh 一 升 叫 = → 耽 業 者 数 (万 人 ) 

20｡ 血一七二▼ 
こ 白 トー ､ _

-て 遼 寧 省 の 翁rt絹 部 自営
第 ･私 ′宮企 業 の 耽 業

()◆ 

:-
｣仙 火

瑚

重

一汁七1-樹- 1tI

美 嚢 藁 葺
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衰

.脚一 樹

崇 裏 

山 一 1日p-ltl一也一

tg 藁 葺 宗

者 替女(万 ノ＼)

出所 中国統計年鑑こ2005-2011]より作成02009年以降は国有企菜および国有持株企業の就業者敬は国有経

済に就某する就業者数である｡ 

31遼寧省政府編 『遼寧省年鑑』､吉林省政荷編 『吉林省年鑑』､廃絶江省政府編 『異能江省年鑑J]より紫理し
た数字｡ 
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図 612､吉林省における都市部就業者数､国有企業および国有持株企業 と自営業 ･私営企業就業者

数の変化 (万人･%) 

+ 吉 林 省 の 都 市 吉信縦 帯

者 離 (万 人 ) 

+ 吉 林 省 の 国 有 企 業 お

よ U 【覇有 4空株 企 業 の

耽 業 者 数 (万 人 )

｢ lミSr吉 林 省 の 毛 市 轟自営

業 ･私 嘗 企 業 の 就 業
者 数 (万~J､)

出所 ･同上｡

図 6-3 黒碓江省における都市部就業者数､国有企業および国有持株企業と自営業 ･私営企業就業

者数の変化 (万人)
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出所 同上. 
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表 5 東北三省における雇用と都市貧困者数の変化 (%)
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4 ｢東北振興｣政策下の都市貧困解決策の問題点 

4.1.東北三省における国有企業中心の経済振興は十分な雇用創出ができなかった

東北三省は沿海地域との格差がまだ大きい(表 6)0

表 6 東北三省､長江デルタ(上海市､江蘇省､斬江省)､珠江デルタ(広東省 )の比較 (2010年)

0

5

4

15

31

6

01

60

出所 『中国統計年鑑』[ 2011]により作成｡ 

2010年に､三省の GDP成長率は､それぞれ 14.2%､ 1 3.8%､ 1 2.7%､いずれも全国平均 10.8%

を上回る｡遼寧省 と異能江省は､2 002年から 9年連続の二桁成長､吉林省は､2 003年から 8年連続

の二桁の成長を維持 したが(図 3､表 5)､国有企業および国有持株企業社数や就英者数が減り､雇用

創出の機能が低下する一方であり､自営業･私営企業など民営企其の発展も不十分であることで､住

民年活の水準は沿海地域との格差がまだ大きい｡(表 6)｡都市貧困問題を改善 しながらも､東北三

省都市住民収入の 70%近くは貸金所得を得ることを考えると､毎年数百万人の失業者や新規卒業者

と約百万人の農村部から出稼ぎ者は､十分な所得を得られない場合､都市貧困層に陥る可能性が高

い｡地方政府は､今まで中高年齢･低教育水準の失業者･貧困者にある程度援助 したが､就職･再就職

先の貸金所得の停滞によって貧困から脱出できなく､再び省匪1に陥る可能性がある｡ 

4.2.都市最低生活保障制度の限界 

1990年代から､中国政府は､各種社会保障制度を相次いで確立､実施 したが､より効率性､統一

性､合理性がある社会保障制度を整備するために､2 005年から､年金･失業･医療･最低生活保障な

ど一連社会保障制度を強化 したoLか し､企業側･個人の納付負担や地方財政の困窮､医療制度の欠

如などで､最低生活保障制度のセーフティーネットとしての機能が十分に発揮 されていない｡東北

三省の各大都市の最低生活保障の状況を示すのが表 7である｡ 
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最低貧困ライン

(元′人) 

藩陽市 (遼寧省 ) 358.3

最春市 (吉林省 ) 272.6

ハルビン市 (黒龍江省) 255.6

最低賃金ライン 

(元′人)

3 90

8 82

88

中B=束北三省における都市貧困問題の対策としての民営中小企業の役割 白 雪松]

表 7 東北三省大都市最低貧困ラインの比較 (2010年)

差額補助金

(元′人) 

18

19

8 0

2 0

1 0

出所 中国民政部 F民政卒業発展報告3工2010コ､中国人力資源と社会保障部の各省.市の最低賃金水神より作成O

最低生活保障金額は､設定された都市部貧困ラインから貧困者の平均所得を引いた ｢差額｣で､

その金額が極めて低いO年金 ･医療など保険金の納付､高額医療費､子供教育費 ･住宅および冬季

暖房費などすべて自己負担､最低生活保障を受けても貧困から脱出する力にならないことが現実で

ある｡ 

4.3.対外貿易 ･直接投資の発展が進んでいない

対外貿易･直接投資が､国の経済発展を促す重要な要因であることはい うまでも無い. 1990年代

の広東省など沿海地域は､紹按投資を受け入れ､対外貿易によって地域経済発展 して､中国の外貨

獲得に大きく貢献 した｡そして､自営業･私営企業など非公有制経済の発展を促進 しながら､郷鉄企

業を次々に.設立 し､外資系企業の誘致を積極的に行った結果､非公有制経済が地域経済･掘用創出の

担い手として成長 してきた.一方､沿海･沿江地域から内陸 ･国境地域- と進展する対外開放の政策

のしたで､国境を抱える東北地域の対外開放は壕後になった 32｡遼寧省は東北地域の唯一の臨海省

であるが､国境を抱えるため､東北三省全休として市場経済への移行､対外開放は沿海地域より比

較的遅れてお り､投資を呼び込むことは容易ではない｡2000年の全国輸出総額に占める東北三省の

割合は 5.4%か ら 2010年の 4.0%に下がった｡2004-2010年の問に､東北三省の各省純輸出総額の

各省の対 GDP比率をみれば､遼寧省は 0.5%から 2,0%に伸びている､吉林省では､マイナスであっ

たのが､2009年にプラス 1.2%に転化 し､2010年には 1.4%にやや増加 した｡鬼龍江省 では､2004

年の 0.1%から 2008年に 1.3%に増加 したが､2009年に械少 した.東北 =.省-の直接投資をみる

と､2003年 r東北振興 j政策を実施 してから､東北三省の投資環境が改善され､とくに､臨海地域

の遼寧省-の直接投資が飛躍的に増加 し､東北三省 -の直接投資の拡大を牽引した｡2010年に､東

北三省 -の外国直接投資額はそれぞれ 207.5億 ド/レ､12.8億 ドル､27,6億 ドル､全国 1057億 ドル

の 19.6%､i.2%､2.6%を占めている33O吉林省と異能江省は､特に､吉林省の外資利用の規模が依

然として少なく､沿海地域との格差がまだ大きい (図 7､図 8)｡ 

32小川編二2000]p.ll 
33 『中国綻計年鑑3二2011]､東北三省政府 『国民経済と社会発展J[2010.より計算したt)の｡ 
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図 7 東北三省 と沿海地域輸出の比較 (%) 
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図 8 東北三省と長江デルタ(上海市､江蘇省､漸江省)､珠江デルタ(広東省)と

外国直接投資額の比較 (億 ドル､%) 
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4_ 4_非公有制経済の発展が不十分である 

198年の 改革開放｣以降､r' マカオ･ i7 ｢ T同政府は､香港･ 台湾系､外ljjの資金を受け入れながら､

個人､私営企業の発展を容認 し､21世紀にはいってからさらに促進 してきた｡現在中国における私

営企業は 840万社､企業総社数の 74%を占め､中国における最大の企業範囲である｡自営業を含め､ 

GDPの 40%近く､税収の 50%34に適 した｡ 

4.4. 1.今まで非公有制経済に対す る政策の変化

中[輔 二おける非公有制経済に対する政策の変化は､以下の通 りである｡

･1956-1978年間､自営業･私営企業の営みが徹底的に禁止された｡

･1981年 6月､中共央第 11期 6中全会 ｢建国以来党の若干の歴史問題に関する決議Jにより､｢同

有経済と集団経済は中国基本的経済形式､個人事業は公有制経済の必要な補充｣ということで､1956

年以降初めて都市･農村の個人自営業の発展を容認 した､ 

I192年 1 l 'C 市･8 2月､第 5回q国人民代表大会 5次会議で､,G法に 楕円 廃村の個人事業は社会主義

公有制経済の補充_.を改正 し､都市･鹿村の個人事業は法律上では確保された,

･1984年､中共中央 ｢中共中央経済体制改革に関する決定｣により､｢各種経済形式と経営方式

の-共同的に発展は､社会主義発展の轟要であり､方針である_とい うことで､個人自営業者による

雇用が容認された｡

･1987年 11月､中共｢P央第 13期代表大会で､個人自営業 ･私営経済の発展に促進する方針を明

確｡民営企業の発展が容認 し始めた｡

･1988年 4月､第 7回人民代表大全 1次会議で､恵法に民営経済に対 して ｢社会主義公有制経済

の補充｣を ｢合法的権利と利益を保護する｣に改正したが､民常経済の引平､監督､管理が必要と

することで､公有制経済との平等的地位が与えられなかった.6月､国務院 rql苛人民共和国私営

企業暫定条例｣､民営企業の関連法規を規定して､90年に､正式に中国統計に計算された｡

･1992年 12月､中共中央第 14期代表大会で､中国経済体制改革の目標は､｢社会主義市場経済

体制｣を確定した｡公有制 (全民所有制と集間所有制)を主体､個人自営業､私営経済､外資経済は

公有制経済の補充として､公有制経済と非公有制経済を共同発展する｡

･1997年 9月､中共中央第 15期代表大会で､非公有制経済を ｢社会主義市場経済の重要な構成

要素｣と規定された｡

･1999年 3月､第 9回人民代表大会 2次会誌で､憲法に自営業､私営経済など非公有制経済 ｢公

有.'別経済の補充 ｣から ｢社会主義市場経済の重要な構成要素｣に改めるO 

3･･｢中国民営企某および中小企菜の概況一覧｣【20117 
hf.)//nruI(･ O ali]/tes LlSi(＼n OG721川:i6tI:e.c_ 1SCM/TtcCSokN(tV/d: CNI5680 2

アクセス日時 20110123 2100
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･2005年 2月､国務院 ｢個人･私営経済など非公有制経済発展の支持､奨励､引率に関する若T

の意見｣を発布｡建国以来､初めての非公有制経済発展を主題 とする中央文件である｡非公有制経

済は各領域に投資･参入が可能になった｡ 

4.4 2.非公有制経済の進 展について東北地域 と沿海地域 との比較

東北地域の国有経済を中心に発展させる方向と異なって､沿海地域の地方政府は､1980年代から

民営経済の育成を中心に経済発展 させる方向を選択 した｡上海､江蘇 (私営業者数全国 1位)､漸江

を中心として長江デルタ､広東 (日常業者数全国 1位)を中心として珠江デルタという先進地域を形

成された｡2010年に､長江デルタ(上海市､江蘇省､漸江省)､珠江デルタ(広東省)の域内 GDPは全

国の 33.0%､輸出総賓かま全国の 56.5%､一定規模以上の工業企業の (主な事業収入 500万元以上工業

企業)工業生産総額は全国の 24.8%､その うち､私営工業企業社数 と工業生産総額は､それぞれ全国

の 443/､52､ 香港･ 台湾系工業企英社数 とコ業生産総額は､ 46､.,3.%外資系､ マカオ･ 工 それぞれ全国の 6.%00

59.8%､自営第･私営企業社数と就業者数 (都市部)は､それぞれ全国の 28.3%､34.5%まで成長 してき

た｡一方､東北三省の非公有制経済の規模は 2004年より進展 してきたが､自営英･私営企業社数 と

その就業者数 (都市部)は､それぞれ全国の 9.0%､10,0%､私営工業企業社数 と工業生産総額 と外資

系､香港･マカオ･台湾系工英企業社数と工業生産総額は､それぞれ全国の 8.5%､9.1%､4.9%､5.8%

にすぎない｡2010年に遼寧省､吉林省､黒龍江省の都市貧困人口音数は､それぞれ 126万人 (全国 6

位)､115(全国 7位 )万人､151(全国 2位)万人であり､2002年の全国の 4位､3位､ 1位 より改善さ

れたが､上海､江蘇､漸江､広東では､それぞれ 35万人､43万人､9.0万人､40.6万人､自営業･

私営企業､外資経済が最も活発な漸江省では都市貧凶人口はチベ トを除いて最も少なく､東北三省

と対照的である35｡

表 8 東北三省における民営中小企業の実態 (社､%)

内資企業社数 民営企菜社数および比電 民営企業の登録資本金額の比重

遼寧省 

吉林省 

39.9

17.5

8 

0 

26.68(72%

12.10(69%

) 

) 

37.00%

35.00%

出所 遼寧省丁商局 ｢ 200] TT]｢00年上半期個人.私営経済統計遼寧省における企来分析報告｣[ 9､吉林省工藤J3 21

分析報告, 21] 内資企菜調査｣ー00により作成｡注 9年の数I[00､黒細江省工商局 ｢ 21】 遼寧省と黒鵬江省は 200

字 し吉林省は､2010年上半期までの数字 内資企薬は外資企業を除く企業である｡ 

J5中国網 ｢都市住民最低生活保障制度的放新進展j (都市部住民放低生活保障制度の新たな進展) 
httr ･. .c,lt.u nLlee200J1J/ )9.T アクセス日時 .0110.l 1･00)/ /､1叫 h lrmC/hn / 3 I 加･ 6hm 2 8l 3k Ln S ′ n 7
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｢東北振興 ｣策の下での東北三省の経済発展は重工業基地としての再振興をしようとするもので

ある｡この地域の民営中小企業は地域産業､資源エネルギー底地の優位性を享受できず′｣､規模にと

どまっている(表 8)O東北三省の民営企業社数は拡大したが､登録資本金額から見ると､その規模

はそれほどではない｡産業別に見ると､東北三省の民営1回 ､企業はほとんど第 3次産業が占め､特

に､安定性が低く流動性が高い卸し･小売業､レンタル ･商務サービス業が 6割以上である｡ニ省

の塵 仁美の比重は域内 GDPの 50%であるが､製造業の大型企業が少なくないにもかかわらず､製造

業に携わる民営企業は 2割弱にすぎないC例えば､吉林省では､大型自軌車メーカーの生産A･は全

国の 8%を占めるものの､自動車 1二二場向けの部品加工や部品生産に従事する省内の企業社数は下請企

業社数の 38%に過ぎない｡異能江省では､部品の加工や生産を主幹企業に糧眺する私営企業社数が

わずか 1329杜である｡非公有制経済がこの地域の雇用吸収の主体になってきても､民営経済自体が

小規模にとどまっている｡先進地域との格差がまだ大きい｡東北地域の経済の担い手としての役割

を発揮していない段階である｡民営中小企業の発展には､融資 ･税金減免､市場の拡大など優遇政

策が欠かせないが､東北地域の国有企業の支配的な地位は稲らいでいないため､特に参入障壁の高

い重工業･インフラ部門には､民営企業の発展が安易ではない｡日本中小企業発展の経験を捉えてみ

ると､日本は高度経済成長期に重工業を中心とする経済成長を達成 した｡経済成長に伴って大企業

と下締制によって直結 した中小企業は､大企業との長期相対取引の間に､技術蓄積､経常指導､融

資を果たして､新たな需要､事業分野を拓く可能性を強めてきた36｡現在､日本の中小企業は最大

の就某人口を吸収する分野として ｢日本の経済･産業の基盤､経済成長の源泉｣に成長してきた37｡

同じように重化学工業が主幹産業である東北三省の政府は､中小民営企業が地域経済の発展や雇用

創出､所得同上に欠かせない存在であるという認取がますます高まっている｡この地域の重化学工

業は国有大型企業が多く､従来から政府と企業との緊密な関係があるため､政府が民営企業をその

周辺産業として参入させる牽引役を果たしやすいO煎北=.省の民営経済の発展には､口本中小企業

成長の経験を踏まえて､地域産業優位性を発揮 し､地方政府の牽引役を果たす国有大型主幹企業と

連携する下請民営企業を主体 とする民営中小企業の育成が最も有効であると考えられる｡

おわりに 

2007年まで､東北三省では国有企業に対する一連の改革が完了して38､大金の一時帰休者･失業

者のレイオフは沈静化 していると思われる｡ しかし､都市貧困問題は解決 したとは決していえない 

(表 9-1､表 9-2､歳 9-3)02008年以降､都市貧困者構成の変化から見ると､失業者が依然として貧 

36山崎 [2003]p256､p.2 

37中小企業庁｣2011]『LP小企業白香山p.58､p.178 

3J東北三省政府 政府工作報告』二 8,l 町 200]

84 



2

未成年者

その他 

7 1

7 1

7 1

在校隼

16.

18.

16.

5

2

1

未登録失業者

13.

15.

14.

成年者

6

3

0

登録失業者

19.

20.

22.

I

8

3

臨時就業者

19.

19.

20.

2

8

8

在職者

2.

3.

1.

3

9

9

年寄

ll.

ll.

ll.

8

9

0

年度

200

200

201

未成年者

その他 

3 1

8 l

在校生

8.

9,

4

2

未登録失業者

20,

21,

成年者

8

7

登録失業者

27.

28.

1

5

臨時就業者

8.

10.

2

2

在職者

5.

5.

5

0

年寄

ll.

13.

8

9

年度

200

200

未成年者

その他 

1 1

0

4 8.

在校生

14.

15,

14,

8

2

0

未登録失業者

17,

21.

24.

成年者

4

0

0

登録失業者

23.

24.

22.

6

1

7

臨時就業者

14.

16.

17.

3

2

9

在職者

2.

2.

1.

5

9

0

年寄

ll.

ll.

12.

8

9

0

年度

200

200

201

岡山大学大学院社会文化科学研究科『北東アジア経済研究｣第 9号( )210

圏者の主体であるO臨時就業者数は増え､収入があるものの､十分ではなく､安定性が低いため､

収入源がなくなるや､十分な所得を得られないことになり､貧困からの脱出が難しいことがうかが

えるoとくに､托臼すべきなのは､在校生と在校 していない未成年者であるO三省とも貧困者数の 

3割弱を占めている｡教育水準は就職や所得および貧困脱出にかかわることなので､十分な教育を

受けられるか､あるいは現在教育を受けても継続できるかどうかが懸念される｡

表 9-1 遼寧省都市貧困者の構成の推移 (%)

l6.

87. 

32.

75. 

04. 

0歳および 60歳未満の定職年齢の範囲内の者｡在校出所 中国民敏郎 『民政統計李朝』二2008 .年寄は6- ]0102

生は柘校から短期大学や大草に進学者 も含むC

2-表 9 吉林省都市貧困者の構成の推移 (%)

出所 同上｡

3-表 9 異能江省都市貧困者の構成の推移 (%)

出所 :同上｡ 
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96. 

63. 
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中国東北=.省における都市貧困問題の対策としての民営中小作業の役割 白 雪松

東北三省の都市貧困問題の解決はまだまだであるが､東北三省の都市貧断問題の解決には､雇用

創出による所得の向上が最も重要である｡そ して､十分な所得を保証する雇用の確保は､貧困の撲

滅につながる｡この地域の主幹企業と連携する民営中小企業の育成は､雇用創出や所得向上に有効

であると考えられる｡都市貧困問題の解決､所得の向上を果たす東北三省の経済発展は､沿海地域

との格差や貧富の差の是正に貢献できるだけではなく､生産基地 ･輸出入基地 ･消費市場として､

北東アジア地域の経済成長､社会安定の維持にとって十分な意義を有する｡
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